
 

 

山梨県猫不妊・去勢手術助成事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、猫による環境問題について対策を推進するとともに、飼い主不明

の猫として県に搬入、または飼い主からの引取り依頼を減らすため、猫の不妊・

去勢手術費を助成する市町村に対して、予算の範囲内において補助金を交付する

ものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規

則第２５号）の規定によるもののほか、この交付要綱の定めるところによる。 
 

（補助金の対象者、対象経費及び基準額等） 

第２条 補助金の交付対象者、対象となる経費及び基準額は、次のとおりとする。 
 

補助対象者 
県内の市町村（地域保健法（昭和22年法律第101号）に基づ

く、保健所設置市を含む。） 

補助対象経費 猫の不妊・去勢手術の助成に要した経費 

基 準 額 ① 猫の不妊・去勢手術に要した実費 

ただし、１匹につき不妊手術は１５,０００円、去勢手術は

１０,０００円を上限とする。 

② 飼い主のいない猫の不妊・去勢手術加算金 

不妊・去勢手術に要した実費に１匹につき１，０００円を

加算する。この場合、１匹につき不妊手術は１６，０００

円、去勢手術は１１，０００円を上限とする。 

 

（補助金の交付額） 

第２条の２ この補助金の交付額は、次のうち少ない方の額とする。 

一 前条で定める基準額 

二 対象経費の実支出額から寄附金その他の収入額を控除した額 

 

（補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする市町村は、補助金交付申請書（様式第１

号）に関係書類を添えて、知事に提出するものとする。 

２ 交付決定を受けた額を超える額の補助金の交付を受けようとする市町村は、補

助金変更交付申請書（様式第２号）に関係書類を添えて、知事に提出するものと

する。 

 

（補助金の交付決定） 

第４条 知事は、前条第１項の規定により提出された補助金交付申請書を審査のう

え、これを適当と認めるときは、補助金の交付決定を行い、交付決定通知書（様

式第３号）により通知するものとする。 



 

 

２ 知事は、前条第２項の規定により提出された補助金交付申請書を審査のうえ、

これを適当と認めるときは、補助金の変更交付決定を行い、変更交付決定通知書

（様式第４号）により通知するものとする。 
 

（補助金の交付） 

第５条 知事は、必要があると認める場合には、予算の範囲内で、市町村に対し、

概算払をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により概算払を受けようとするときは、概算払請求書

（様式第５号）を知事に提出するものとする。 

 

（実績報告） 

第６条 市町村長は、当該事業が完了した日から起算して１箇月を経過した日又は

交付決定をした年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに、実績報告

書（様式第６号）に必要関係書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

２ 前項の規定に関わらず、補助金の交付を四半期ごとに受けようとするときは、

交付決定をした年度の７月、１１月、１月及び翌年度４月の１０日までに、実績

報告書（様式第７号）に必要関係書類を添えて、知事に提出しなければならな

い。 

 

（補助金の額の確定） 

第７条 知事は、第６条の規定による実績報告書の提出を受けた場合において、そ

の内容を審査し、補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付

した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、交付額確

定通知（様式第８号）により通知するものとする。 
 

（補助金の返還） 

第８条 知事は、申請者が、偽りその他不正の手段により補助を受けたとき又は

 補助に過納若しくは誤納があったときは、当該補助金の決定及び確定の全部若

 しくは一部を取り消し、当該取消しに係る額を返還させることができるものと

 する。 
 

（書類の整備等） 

第９条  補助金の交付を受けた者は、補助金に係る収支の関係を明らかにした書類

及び証拠書類を作成し、これを事業完了の翌年度から起算して５年間保管しなけ

ればならない。 
 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は知事が

定める。 
 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



 

 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に

基づき交付決定された補助金については、この要綱の失効後も、なおその効力を

有する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年６月３日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年３月２０日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年５月１６日から施行し、令和５年４月１日から適用す

る。 

 

 


